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１．はじめに 

カドミウムは、土壌中、水中、大気中の自然界に広く分布していることから、ほと

んどの食品中に環境由来のカドミウムが多少なりとも含まれる。過去、我が国おいて

は、鉱山を汚染源とするカドミウム汚染地域が数多く存在し、イタイイタイ病の発生

を契機に、一般環境でのカドミウム曝露に関する疫学調査が数多く実施された。 
我が国の米中カドミウム濃度は、他国に比べて高い傾向にあり、米からのカドミウ

ム摂取量は、食品全体の約半分を占めている。食品衛生法では、1970 年 10 月に玄米

のカドミウム含有量 1.0ppm 未満（精白米は 0.9ppm）と定められ、玄米 1ppm 以上のカ

ドミウム米の販売が禁止されている。また、0.4ppm 以上 1.0ppm 未満の米は、政府買

い入れにより非食用として処理されてきた。 

国際機関においては、1989 年の第 33 回 FAO/WHO 合同食品添加物専門家会議（JECFA）

で暫定耐容週間摂取量が 7μg/kg 体重/週に設定され、2003 年の第 61 回 JECFA でもこ

の値が維持されている。また、2006 年の第 29 回コーデックス委員会総会で、食品中

のカドミウムの国際基準値として、精米が 0.4mg/kg、海産二枚貝（カキ及びホタテガ

イを除く）及び頭足類（内臓を除去したもの）が 2.0mg/kg が最終採択された（穀類、

小麦、野菜等の国際基準値は既に採択済み。）。 

このような国際的な評価を踏まえ、玄米を含めた食品における許容基準を国際基準

に適合させることが求められており、今般、厚生労働省により「食品からのカドミウ

ム摂取の現状に係る安全性確保について」に係る食品健康影響評価を食品安全委員会

に依頼されたものである。 

 

２．カドミウムとは 

カドミウムは、原子番号 48、元素記号 Cd、原子量 112.411、密度 8.65g/cm3（25℃）

の銀白色の重金属である。融点 320.8℃、沸点 765℃であり、いずれも金属元素の中で

は低い 1)。気化したカドミウムは、大気中で速やかに酸化されフュームを生じる。主

な用途は、ポリ塩化ビニル（PVC）の安定剤、プラスティック・ガラス製品の着色料、

ニッケル・カドミウム蓄電池の電極材料、様々な合金の成分となっている。 
自然界中においては、地球の地殻に広く分布するが、クラーク数が比較的小さい元

素である。海底のリン鉱岩などの堆積岩中にしばしば高濃度に蓄積されている2)。カ

ドミウムの環境中への放出は、自然現象によるものと人為活動によるものがある。前

者としては、カドミウムを含む岩石の風化作用によりカドミウムが河川を通じて海洋

に流れ込むもの3)、火山活動により大気中へ放出されるのも4)などである。後者として

は、鉱山や亜鉛精錬所における鉱工業活動により排水や排煙中のカドミウムが河川や

大気中に放出されたものなどであり、河川に流出したカドミウムが河川流域に広がっ

て農用地の土壌を汚染する5)。日本では、汚染された農用地の土壌を入れ替える客土

工事などの対策が行われてきている。 
 

３．ヒトへの曝露経路及び曝露量 
ヒトへのカドミウムの曝露経路には、吸入と経口がある。吸入曝露には、鉱山や精

錬工場などにおける粉じんやフュームの吸入による職業曝露や喫煙による曝露があ

る。経口曝露には、飲料水からの曝露と食品からの曝露がある。飲料水からの曝露で

は、水源のカドミウム汚染レベルの違いにより曝露量が異なるが、一般的に飲料水中

のカドミウム濃度は低く、我が国のように水質基準が設定されている国や地域では飲

料水によるカドミウム曝露が問題になることはない。一方、ほとんどの食品中に環境

由来のカドミウムが多少なりとも含まれ、特に、貝類、頭足類などの内臓に多く含ま

れる 6, 7)。日本人は米飯の摂取量が多いため、米摂取によるカドミウム曝露量の割合

が特に高い。 
日本における非汚染地域での一般住民のカドミウム曝露量については、1970 年代後
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半に 46μg/人/日であったが、それ以降、かなり減少してきており、2005 年で 22.3μg/
人/日（体重 53.3kg で 2.9μg/kg 体重/週）、1996 年から 2005 年の 10 年間の平均で 26.3µg/
人/日（体重 53.3kg で 3.4μg/kg 体重/週）である 8, 9)（図 1）。国民栄養調査のデータ（1995
～2000 年）と食品別カドミウム濃度から確率論的曝露評価手法（モンテカルロ・シミ

ュレーション）を適用して推計した日本人のカドミウム摂取量分布については、平均

値 3.47μg/kg 体重/週、中央値 2.93μg/kg 体重/週、範囲 0.67～9.14μg/kg 体重/週、95 パ

ーセンタイル 7.33μg/kg 体重/週である 10)（図 2）。これらのことから、ほとんどの日

本人は、JECFA が設定する PTWI（7μg/kg 体重/週）を下回るレベルでカドミウムを摂

取していると考えることができる。なお、近年の１人当たりの米消費量は、日本人の

食生活の変化によって 1962 年のピーク時に比べて半減している 11)（図 3）。 
 

４．ヒトにおける動態及び代謝 
 
ヒトにおけるカドミウムの腸管吸収に関するボランティアを対象にした調査研究

から、腸管吸収後の体内残存率は 2～8%と考えられたが、年齢、性別、個人差等によ

って異なると考えられる。腸管で吸収されたカドミウムは、蛋白質に結合し、肝に輸

送される。肝では十分量のメタロチオネイン（MT）が誘導合成され、カドミウムと

MT が結合して Cd-MT となって蓄積される。一部の Cd-MT は、グルタチオン抱合に

より胆管に排泄され、酵素的にシステイン結合に変化する。血液中では、カドミウム

は主にアルブミンや MT と結合した状態で移動する 12)。MT とカドミウムとは配位結

合をしており、MT が分解を受けると、遊離したカドミウムイオンによって腎障害が

発生すると考えられている。体内のカドミウムは、糸球体から Cd-MT として濾過さ

れ、近位尿細管障害が無い場合、100%近くが再吸収され、腎皮質に蓄積される。ヒト

におけるカドミウムの長期低濃度曝露では、全負荷量の約 1/3 が腎皮質に蓄積し、肝

や筋肉では、それぞれ全負荷量の約 1/4 が蓄積される。脳、脂肪組織、骨への蓄積量

は、非常に少ない。腎皮質の濃度は高く、肝の濃度の 10～20 倍である。ヒトの肝及

び腎におけるカドミウム濃度は、20 歳以上の女性では男性に比べて約 2 倍高い 13)。日

本人の腎皮質カドミウム負荷量は、50～60 歳でピークとなり、以後減少する 14, 15, 16)。

肝では、年齢依存的に増加し、腎皮質のように高齢で減少する傾向はない。持続的な

高濃度曝露では、肝のカドミウム濃度が増加する 17)が、ヒトでは、カドミウムに起因

すると考えられる肝障害の発生は報告されていない。 
長期低濃度曝露では、尿中カドミウム濃度は腎皮質へのカドミウム負荷量を反映

し、その平均濃度は 0.5～2.0μg/L 以下であり、おおむね負荷量の 0.01％程度が尿中に

排泄される 17)。糞中に排泄されたカドミウム量は、経口摂取されるカドミウム量の 92
～98%であり、腸管で吸収されなかった摂取食物中のカドミウム量を反映している。

汗、爪、毛髪等その他の排泄経路は無視できる。 
カドミウムの生物学的半減期は、極めて長く、非喫煙者における腎皮質の生物学的

半減期は 20～50 年（最良推定値 30 年）と推定されている 18)。 
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図1 食品からのカドミウム摂取量の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

図2 カドミウム摂取量分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 日本におけるトータルダイエット調査 8)及び食品中の有害物質等の摂取量の

調査及び評価に関する研究 9)より引用 

※ 日本人のカドミウム曝露量推計に関する研究より引用 10) 
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図 3 米消費量の推移（１人１年当たり） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

５．ヒトに対する有害影響 

ヒトのカドミウム曝露には、カドミウムを取り扱う産業現場でカドミウムの粒子を

肺から吸収する場合とカドミウム含有食品を経口的に摂取して消化管から吸収する

場合がある。いずれの場合でも、カドミウム曝露量が多くなると、低分子量蛋白質の

尿中排泄量の増加などを特徴とする近位尿細管の再吸収機能障害が生じる。富山県神

通川流域のカドミウム汚染が著しい地域で多発した重症のカドミウム中毒であるイ

タイイタイ病では、近位尿細管の再吸収機能障害に加え、様々な要因（妊娠、授乳、

老化、栄養不足等）が誘因となって生じた骨軟化症なども特徴的であった 19, 20)。 
低用量のカドミウム長期曝露と高血圧あるいは心血管系影響との関係については、

明確な結果を示す研究報告はほとんど無い。また、内分泌及び生殖器への影響は、ヒ

トを対象とした疫学的データでは、現在のところ否定的であり、神経系においては、

カドミウムは脳実質内にはほとんど取り込まれないため、脳は影響発現の標的臓器と

は見なされていない。 
IARC の専門家委員会では、職業曝露による肺がんリスクが高いとする複数の研究

報告に基づいてグループ１（ヒトに対して発がん性がある）に分類 21)されているが、

カドミウム汚染地域住民の疫学調査結果では、ヒトの経口曝露による発がん性の証拠

が報告されていない。これらのことから、一般環境における食品を経由したカドミウ

ムの長期低濃度曝露における今回のリスク評価に際しては、発がん性に着目すること

は適当ではないと考えられる。 
 
６．疫学調査の検討 

カドミウム曝露の影響は、腎皮質の蓄積性や疫学調査結果から、近位尿細管が最も

影響を受けやすいと認識されている。また、第 61 回 JECFA においても、近位尿細管

機能障害が最も重要な健康影響であることが再確認されている 22)。このことから、腎

臓の近位尿細管への影響についての研究を対象にリスク評価を行うこととした。 
 

40

50

60

70

80

90

100

110

120

35 40 45 50 55 60 2 7 12 17

0

(kg) 
118.3 

111.7 

95.1 

88.0 

78.9 
74.6 

70.0 
67.8 

64.6 
61.4 

昭和 平成

（年平均減少量） ▲2.2kg/年 

（昭和 40 年代） 

▲1.3kg/年 

（昭和 50 年代） 

▲0.8kg/年 

（昭和 60～ 

  平成 6 年度）

▲0.6kg/年 

（平成 7～16 年度） 

注：１人当たり供給量の値を使用

※ 食料需給表より引用 11) 



 7

（１）尿中カドミウム排泄量を曝露指標とした疫学調査 

Ikeda らは、日本国内のカドミウム汚染地域及び非汚染地域の住民を対象とし、尿中

β2-MG 排泄量の変化から近位尿細管障害に係る尿中カドミウム排泄量の閾値を解析

した。その結果、男女いずれにおいても尿中カドミウム排泄量が 10～12μg/g Cr を超

えた場合、尿中 β2-MG 排泄量が著しく上昇することを確認した 23)。さらに、1,000μg/g 
Cr の尿中 β2-MG 排泄量に相当する尿中カドミウム排泄量を 8～9μg/g Cr、尿中 β2-MG
排泄量を上昇させる尿中カドミウム排泄量の閾値レベルを 4μg/g Cr以上と結論づけた
24)。 

 
（２）カドミウム摂取量を曝露指標とした疫学調査 

Nogawa らは、石川県梯川流域のカドミウム汚染地域住民 1,850 人及び対照群として

非汚染地域住民 294 人を対象に、尿中 β2-MG 排泄量をカドミウムの影響指標とし、

これら地域で生産された米中の平均カドミウム濃度から総カドミウム摂取量（一生涯

に摂取したカドミウム量）を算出（男 1,480～6,625mg、女 1,483～6,620mg）し、カド

ミウム曝露が用量依存的に影響を与えることを確認した。また、尿中 β2-MG 排泄量

1,000μg/g Cr を β2-MG 尿症のカットオフ値に設定すると、対照群と同程度の β2-MG
尿症の有病率になる総カドミウム摂取量を男女ともに約 2.0g と算定し、β2-MG 尿症

の増加を抑えるためには、カドミウムの累積摂取量がこの値を超えないようにすべき

ことが合理的であるとした。さらに、総カドミウム摂取量 2.0g から摂取期間を 50 年

として一日あたり 110μg を算出し、その値が他の研究の「閾値」ないしは摂取限界量

に近いとした 25)。ちなみに、この 110μg をもとに体重当たりの週間摂取量を計算する

と、14.4μg/kg 体重/週（110μg÷53.3kg×7 日）となる。  
Horiguchi らは、日本国内の低度から中程度のカドミウム曝露を受ける汚染地域 4

カ所及び対照地域として非汚染地域 1 カ所において、JECFA が定める PTWI（7µg/kg
体重/週）に近い曝露を受けている被験者を含む 30 歳以上の農業に従事する女性 1,381
人を対象にカドミウム摂取による腎機能に与える影響を調べた。その結果、17.9～
29.8%の被験者が JECFA の PTWI（7μg/kg 体重/週）を超えるカドミウム曝露を受けて

いることが確認され、非汚染地域を含めた全ての被験者で加齢とともに尿中カドミウ

ム排泄量、β2-MG 濃度及び α1-MG 濃度の上昇がみられたが、非汚染地域の被験者と

比較して汚染地域の被験者に過剰な近位尿細管機能障害がみられなかった 26)。 
 
７．耐容摂取量の設定 

尿中カドミウム排泄量とカドミウム摂取量との関係は非常に複雑であり、腎障害の

程度、年齢、性別、個人差等によって生物学的利用率（吸収率）や尿中排泄率は異な

ることから、ワンコンパートメントモデル等簡単な理論モデルを用いて算出されるカ

ドミウム摂取量は信頼性に乏しい。 
したがって、このリスク評価においては、日本国内におけるカドミウム摂取量と近

位尿細管機能障害との関連を示した Nogawa ら 25)と Horiguchi ら 26)の論文からヒトの

健康への影響について次のように考察した。Nogawa らが報告した総カドミウム摂取

量 2.0g（尿中 β2-MG 排泄量 1,000μg/g Cr を β2-MG 尿症のカットオフ値、対照群と同

程度の β2-MG 尿症の有病率）から算出される 14.4μg/kg 体重/週以下のカドミウム摂取

量は、ヒトの健康に悪影響を及ぼさない摂取量であると考えられる。一方、Horiguchi
らが報告した疫学調査では、JECFA が定める PTWI（7μg/kg 体重/週）に近い曝露を受

ける住民に、非汚染地域の住民（対照群）と比較して過剰な近位尿細管機能障害がみ

られなかったとしている。これらのことから、耐容週間摂取量として、14.4μg/kg 体重

/週と 7μg/kg 体重/週の数値に基づいて設定することが妥当であると考えられる。 
 
８．国際機関における評価 
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第 16 回 JECFA（1972）において、PTWI として 400～500μg/人/週が提案され、第

33 回 JECFA（1989）で PTWI の表現が 7μg/kg 体重/週に改訂された 27, 28)。その後、第

55 回 JECFA（2000）において、従来の PTWI では、ハイリスクグループの腎機能障害

の発生率が 17%となるため、PTWI を下げることについて Järup らの論文に基づいて

検討された。この検討は、職業現場でのカドミウムによる腎機能障害が発生しない尿

中カドミウム排泄量から推定されたパラメータからワンコンパートメントモデルを

用いてカドミウムの耐容摂取量が 0.5μg/kg 体重/日と試算された。しかしながら、この

Järup らの論文は、リスクの見積が不正確であるとして従来の PTWI（7μg/kg 体重/週）

が維持された 29)。この PTWI は、第 61 回 JECFA（2003）においても維持された 22)。 
 
９．結論 

耐容週間摂取量 
カドミウム 7μg/kg 体重/週 

 
根拠 

カドミウムの長期低濃度曝露におけるもっとも鋭敏かつ広範に認められる有害性

の指標は、腎臓での近位尿細管の再吸収機能障害である。したがって、今回のリス

ク評価における耐容週間摂取量は、国内外における多くの疫学調査や動物実験によ

る知見のうち、特に一般環境における長期低濃度曝露を重視し、日本国内における

カドミウム摂取量が近位尿細管機能に及ぼす影響を調べた 2 つの疫学調査結果を主

たる根拠として設定された。すなわち、カドミウム汚染地域住民と非汚染地域住民

を対象とした疫学調査結果から、14.4μg/kg 体重/週以下のカドミウム摂取量は、ヒ

トの健康に悪影響を及ぼさない摂取量であり、別の疫学調査結果から、7μg/kg 体重/
週程度のカドミウム曝露を受けた住民に非汚染地域の住民と比較して過剰な近位尿

細管機能障害が認められなかった。したがって、カドミウムの耐容週間摂取量は、

総合的に判断して 7μg/kg 体重/週に設定することが妥当である。 
 
１０．まとめ及び今後の課題 

カドミウムの耐容週間摂取量を7μg/kg体重/週と設定した。これは、日本国内におけ

る米等の食品を経由したカドミウムの慢性的な経口曝露を受けている住民を対象と

した２つの疫学調査結果25, 26)に基づき、カドミウム摂取が近位尿細管機能に及ぼす影

響から導き出されている。カドミウムのリスク評価は、JECFAにおいても行われてお

り、暫定耐容週間摂取量が今回のリスク評価結果と同じ7μg/kg体重/週に設定されてい

る。JECFAの暫定耐容週間摂取量は、高濃度のカドミウム職業曝露を受ける労働者や

日本のイタイイタイ病患者を対象とした疫学調査に基づき、腎皮質のカドミウム蓄積

量と近位尿細管機能障害との関係からシミュレーションを行って導き出されており
27)、今回のリスク評価結果と異なるアプローチから得られている。 

カドミウムは、土壌中、水中、大気中の自然界に広く分布し、ほとんどの食品中に

環境由来のカドミウムが多少なりとも含まれる。特に、日本では全国各地に鉱床や廃

鉱山が多く存在し、米中カドミウム濃度が他国に比べて高い傾向30)にあり、米からの

カドミウム摂取量が食品全体の約半分を占めている9)。しかしながら、近年、日本人

の食生活の変化によって１人当たりの米消費量が1962年のピーク時に比べて半減11)し

た結果、日本人のカドミウム摂取量も減少してきている。2005年の日本人の食品から

のカドミウム摂取量の実態については、22.3μg/人/日（体重53.3kgで2.9μg/kg 体重/週）

であったこと9)から、耐容週間摂取量の7μg/kg体重/週よりも低いレベルにある。 
したがって、一般的な日本人における食品からのカドミウム摂取が健康に悪影響を

及ぼす可能性は低いと考えられる。 
今後、食品または環境由来のカドミウム曝露にともなう重要な科学的知見が新たに
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蓄積された場合には、耐容摂取量の見直しについて検討する。 
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